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平成 28年 5月 18 日 

大阪地下街株式会社 

 



2 

 

１．地下街の名称、位置、区域及び面積 

 地下街の名称 ＮＡＭＢＡなんなん 

地下街の位置 大阪府大阪市中央区難波５ 

地下街の区域  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体面積 ７，８１９㎡ 地下通路面積 ２，４１４㎡ その他（機械室・電気室） １，３２３㎡ 

高島屋ビルへ 

高島屋ビルへ 

難波センター 

ビルへ 

地下鉄御堂筋線 

なんば駅へ 東宝南街ﾋﾞﾙへ 

E5 階段（地上） 

E4 階段（地上） 

南海電鉄なんば駅へ 
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２．地下街管理会社の代表者 

 大阪地下街株式会社 代表取締役社長 町野 和道 

３．防災管理責任者及び管理体制 

 防災管理責任者 自衛消防隊長・統括管理者 面屋 雅俊 

管理体制  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

班長 班長 班長 班長

副班長 副班長 副班長 副班長

班員 班員 班員 班員

班長 班長 班長 班長

副班長 副班長 副班長 副班長

班員 班員 班員 班員

班長 班長 班長 班長

副班長 副班長 副班長 副班長

班員 班員 班員 班員

班長 班長 班長 班長

副班長 副班長 副班長 副班長

班員 班員 班員 班員

　　　　　　　　　編成する。

防御班

避難誘導班

救護班

＊テナント従業員から選抜し、

　　　　　　　　　編成する。

　初期活動隊　（防災センター勤務者及び営業所等社員により編成）

　　　　　　　　防御班、避難誘導班、情報連絡班、救護班

　工作班（営業所等技術社員（非常勤嘱託技術社員を含む）、委託技術員により編成）

　　班長　・・・　班員

＊テナント従業員から選抜し、

Ａブロック隊・・・隊長 Ｂブロック隊・・・隊長 Ｃブロック隊・・・隊長 Ｄブロック隊・・・隊長

隊　　　長 営業所等の所長

副　　隊　　長

　所　長　代　理　（保安）

　所　長　代　理　（技術）

　　　　　　　　　初期消火係

情報、連絡班

防御班

避難誘導班

救護班

＊テナント従業員から選抜し、

　　　　　　　　　編成する。

　　　　　　　　　避難誘導係

　　　　　　　　　救　護　係

情報、連絡班

店舗防災班・・・班長

　　　　　　　　　通報連絡係

　　　　　　　　　初期消火係

　　　　　　　　　避難誘導係

　　　　　　　　　救　護　係

店舗防災班・・・班長

　　　　　　　　　通報連絡係

情報、連絡班

店舗防災班・・・班長

　　　　　　　　　通報連絡係

　　　　　　　　　初期消火係

防御班

避難誘導班

救護班

＊テナント従業員から選抜し、

　　　　　　　　　編成する。

　　　　　　　　　避難誘導係

　　　　　　　　　救　護　係

情報、連絡班

防御班

避難誘導班

救護班

店舗防災班・・・班長

　　　　　　　　　通報連絡係

　　　　　　　　　初期消火係

　　　　　　　　　避難誘導係

　　　　　　　　　救　護　係

注：①　火災等の災害の発生時又は、小規模と限定される場合

　　　の自衛消防活動は、関係店舗防災班及び初期活動隊（

　　　委託保安員、営業所等社員により編成）

　　　並びに工作班により行なう。

　　②　初期活動隊任務分担及びブロック隊の隊長は、予め

　　　自衛消防隊長が指定する。

　　③　ブロック隊の各班の編成は入店者従業員で編成する。

防災管理責任者 注：① 火災等の災害発生時又は、小規模と限定される場合の自衛消 

防活動は、関係店舗防災班及び初期活動隊（委託保安員、営業 

所等社員により編成）並びに工作班により行う。 

  ② 初期活動隊任務分担及びブロック隊の隊長は、予め自衛消防 

隊長が指定する。 

  ③ ブロック隊の隊長及び各班の編成は入店者従業員で編成す 

る。 
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４．安全点検・調査結果 

 
耐震診断結果 平成１６年度に実施した鉄道系診断基準に基づく耐震診断結果を以下に示す。 

柱に対する破壊形態の照査（曲げ破壊先行＝曲げ破壊時のせん断力 Vmu÷柱のせん断耐力 Vyd）を実施した結果、一部

の柱がせん断破壊先行型（Vmu/Vyd＞１．０）となった。しかし、側壁等の壁と一体となった柱も多数あり、これら壁

一体柱については、柱そのものの耐力に加えて壁の耐力が期待できることから、せん断破壊先行の形態になるとは考

えにくい。また、兵庫県南部地震においても、地下構造物では壁柱ではないＲＣ柱が問題となったことから、耐震補

強の必要性はないと判断する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【桁直角方向】
１期

② ③ ④ ⑥ ⑦
71 14 2 3 2 2 1 2 2

Vmu 923.4 725.1 707.0 1,010.9 1,472.6
Vyd 431.3 420.9 366.1 424.3 436.9

Vmu/Vyd 2.141 1.723 1.931 2.383 3.371
無 有 無 無 無 無 有 有 有

要補強 不要 要補強 要補強 要補強 要補強 不要 不要 不要

－ ｱﾝｶｰ部 － ｱﾝｶｰ部 － ｱﾝｶｰ部 － ｱﾝｶｰ部 － ｱﾝｶｰ部
Vmu 167.9 567.5 939.3 389.6 795.1 367.4 992.9 309.8 199.4 534.4
Vyd 3,960.1 692.2 6,189.0 692.2 4,375.2 692.2 4,504.4 692.2 5,796.3 692.2

Vmu/Vyd 0.042 0.820 0.152 0.563 0.182 0.531 0.220 0.448 0.034 0.772

Ｇ Ｊ
2 2

－ ｱﾝｶｰ部 － － ｱﾝｶｰ部 － ｱﾝｶｰ部 －
Vmu 824.8 343.0 281.9 1,212.9 134.2 1,595.7 406.4 420.8
Vyd 6,264.7 692.2 507.5 4,448.7 546.9 4,308.0 692.2 612.8

Vmu/Vyd 0.132 0.496 0.555 0.273 0.245 0.370 0.587 0.687
不要 不要

⑤

1,335.7
510.6
2.616

①

壁の有無

694.7
394.2
1.762

本数

耐震補強の要否

エリア

結
果

照
査

エリア
柱タイプ

耐震補強の要否

耐震補強の要否

柱タイプ

検討位置

結
果

照
査

本数

エリア ２期

不要

20 1 2 3
Ｃ Ｄ Ｅ

5

２期
Ａ Ｂ

6 2 2

結
果

照
査

柱タイプ Ｆ Ｈ Ｉ
本数

検討位置

不要 不要 不要

不要 不要 不要 不要

※ ①のうち６４本は耐震対策済み、本計画では公共通路部分の３本が対象 

（柱タイプ②～⑤は全て耐震対策済み） 

※ 
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【桁方向】

－ ｱﾝｶｰ部 － ｱﾝｶｰ部 － ｱﾝｶｰ部 － ｱﾝｶｰ部 － ｱﾝｶｰ部
Vmu 484.7 606.2 1,644.3 386.7 1,197.3 364.8 1,429.9 308.9 561.6 568.0
Vyd 995.2 692.2 1,874.6 692.2 1,399.9 692.2 1,531.1 692.2 1,492.9 692.2

Vmu/Vyd 0.487 0.876 0.877 0.559 0.855 0.527 0.934 0.446 0.376 0.821

Ｇ Ｊ
2 2

－ ｱﾝｶｰ部 － － ｱﾝｶｰ部 － ｱﾝｶｰ部 －
Vmu 719.0 355.0 215.0 1,448.8 134.4 1,167.9 252.6 260.2
Vyd 1,970.2 692.2 455.9 1,417.0 546.9 1,514.5 692.2 512.6

Vmu/Vyd 0.365 0.513 0.472 1.022 0.246 0.771 0.365 0.508
不要 不要

※柱Ｈの計算は、柱が単独に存在する場合の計算である。現在は壁に埋め込まれた構造となっており、十分安全な状態
　であるが、将来付属する壁を撤去し、柱単体となった場合はせん断破壊先行型の破壊形態を示すため注意が必要である。

不要 不要不要※

不要 不要 不要 不要 不要

Ｆ Ｈ Ｉ
6 2 2

２期

Ｃ Ｄ Ｅ
20 1 2 3 5

耐震補強の要否

結
果

照
査

柱タイプ
本数

検討位置

結
果

照
査

耐震補強の要否

エリア

エリア

本数
検討位置

２期
柱タイプ Ａ Ｂ
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【エリア位置図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１期エリア 

２期エリア 
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凡例 

   ：本計画補強対象柱 
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天井(全量)点検結果 平成 27年度に実施した、天井点検（点検口の全量点検）の結果を下表に示す。 

※は、何らかの不具合があったことを示し、その内容は以下に記述している。 

【エリア位置図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 

⑥ 

② 

⑦ 

③ 

④ 

⑤ 

①北 

①中通路 西 

①中通路 東 

E1-1階段 

E3-1階段 

E4-1階段 

E5 階段 

E5 男子トイレ 

E5 女子トイレ 

E9 階段 

E7 階段 

E7 通路 

E6 トイレ通路 

E6 男子トイレ 

E6 女子トイレ 

E6 階段 
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【調査結果内容】 

 ① 天井外観調査               ② 天井内調査 

  ※１ 汚れ                  Ａ  異常なし 

                         －  点検口が近接している若しくは設備等が密集している 

                            ため確認不可 

                         ※１ 防水パン設置 

                         ※２ 白華 

                         ※３ モルタル補修跡 

                         ※４ ハツリ跡 

                         ※５ クラック 

                         ※６ ジャンカ 

                         ※７ 露筋 

                         ※８ 爆裂 

                         ※９ 吊ボルトの間隔が広い 

                         ※10 吊ボルトが斜め施工 

                         ※11 吊ボルトの共吊り 

                         ※12 ｼｬｯﾀｰｹｰｽ取付不完全 

                         ※13 ﾓﾙﾀﾙ剥離 
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点検結果の評価 

 外観調査  ① 漏水あと及び汚れ等については、現状に漏水は見られておらず、地下街の安全性に重大な影響を

与えるものではないことから、対策不要。 

       ② ひび、はがれ、さび、浮きについては、長年の利用により生じたものであり、放置すると落下の

原因となることから、要対策とする。 

 天井内調査 ① 防水パン設置及びモルタル補修あとについては、既に対策済みであり対策不要。 

       ② 白華については、現在漏水が見られていないことから対策不要。 

       ③ ハツリ跡、クラック、ジャンカ、露筋、爆裂、モルタル剥離については、今後、劣化が進行し地

下街の安全性に影響を与えるものであることから、樹脂注入やシール等による対策を行う。 

       ④ 吊ボルトについては落下の危険性があることから、適切な位置への取替えによる対策を行う。 

       ⑤ シャッターケース取付不完全についても、完全に取り付けを行う。 

 

５．地下街防災推進事業において行われる補助対象事業 

 １）通路等公共的空間

の防災性向上に

資する施設の整

備 

・補強が必要と診断された柱について、複数の工法（鋼板巻工法、リブバー工法、炭素繊維シート工法、鋼製パネル

工法、一面せん断工法）を比較検討した結果、公共通路と店舗の境界にあることから営業補償など、店舗への影響を

最小限に抑えられる一面せん断工法を採用し、補強を行う。 

・天井改修について、点検結果の評価に基づき不具合箇所の修繕を行う。 



25 

 

２）避難施設の整備 ・停電時においても避難経路が明示できるよう、高輝度の蓄光シールを設置する。 

６．補助対象事業の計画期間、概算事業費 

 １）補助対象事業の 

計画期間 

・平成２８年度 天井改修 

・平成２９年度 天井改修、耐震対策 

・平成３０年度 天井改修、避難・安全施設の整備 

２）補助対象事業の 

概算事業費 

(1)天井改修費【６百万円】 

(2)耐震対策費【１５百万円】 

(3)避難・安全施設の整備【７百万円】 

７．関連事業 

 － － 

８．避難誘導計画 

 災害等緊急を要する

事態が発生した場

合の基本的な避難

誘導の考え方 

(1) 避難誘導に関する基本的な考え方 

  ・地震発生時に即時の安全行動とパニックを防止するため、街内放送設備等により地下街及び地上の安全が確認

されるまでの間、現在地に留まるよう伝えると共に地震動の把握及び地下街全体の被災状況の確認を行い、火

災、ガス漏れ、閉じ込め、下敷き、負傷者救護の対応を最優先に行う。 

  ・地下街及び地上の安全を確認した後、浪速区が指定する災害時避難場所である難波元町小学校又は、中央区が

指定する一時避難所である難波千日前公園に誘導する。 

(2) 避難方法、避難経路についての考え方 

  ・地震の発生により、速やかに各防災広場において、当該地域の避難場所までの経路を示した地図の掲出等必要

な措置を講じる。 

  ・避難誘導にあたっては、避難誘導旗を用いて街内滞在者等を防災広場等の指定する場所へ一時避難誘導し、地

上の安全を確認した後、大阪市が指定する一時避難所又は、広域避難場所へ誘導する。また、地震による火災、

ガス漏れ、停電、浸水等が発生した情報を入手したときは、放送設備、拡声器等を用いて街内滞在者等に伝え

るとともに、避難の方法や方向を指し示し混乱の防止に努める。 

  ・地上避難は最寄の安全な避難階段を活用し、パニックを発生させないことに重点を置いた避難誘導の実施。 
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(3) 情報収集・情報伝達に関する体制、内容についての考え方 

  ・防災管理責任者（自衛消防隊長）及び情報収集・連絡班は、関係機関やテレビ、ラジオ放送、インターネット

等により災害情報、道路状況、交通情報などを入手し、放送設備等を通じて、街内滞在者等へ情報提供を行う。 

  ・総合操作盤、ＩＴＶカメラ等からの情報、情報収集・連絡班及び地区隊長又はブロック隊長からの被害情報等

を総合的に判断し、安全な避難経路の選定を行うとともに、避難誘導班へ避難誘導を指示する。 

 


